
 

（6）都道府県目的別歳出決算分析表（住民一人当たりのコスト） 愛媛県平成30年度
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※ グループとは、道府県を財政力指数の高低によって5つに分類したものである。

Ａグループ 1.000以上、Ｂグループ 0.500以上1.000未満、Ｃグループ 0.400以上0.500未満、Ｄグループ 0.300以上0.400未満、Ｅグループ 0.300未満

※ 人口については、各調査対象年度の1月1日現在の住民基本台帳に登載されている人口に基づいている。

※ グループ内順位及び都道府県平均は、平成30年度決算の状況である。また同一グループの団体が存在しない場合グループ内順位を表示しない。
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目的別歳出の分析欄

民生費は、住民一人当たり71,171円で、増加傾向にある。これは、高齢化の進行に伴う後期高齢者医療公費負担事業費の増や子ども子育て支援新制度の実施に伴う保育施設運営費負担金等の増等によるものである。

労働費は、住民一人当たり1,332円で、減少傾向にある中、30年度は増加した。これは、緊急雇用創出事業臨時特例交付金を財源として造成した雇用創出事業臨時特例基金の活用事業の減といった減少要因がある一方で、中核産業人材確保支援基金の創設に伴う積立金の増によるものである。

商工費は、住民一人当たり44,380円で、減少傾向にある中、30年度は増加した。これは、中小企業振興資金貸付金の減といった減少要因がある一方で、西日本豪雨の被災事業者に対するグループ補助金や同補助金の交付対象事業者に対する貸付金の増によるものである。

教育費は、住民一人当たり93,502円で、増加傾向にあったが、30年度は減少した。これは、29年度末での県立学校耐震化率100％を目指して取り組んだ県立学校校舎整備事業費の完了によるものである。

災害復旧費は、住民一人当たり10,035円で、概ね横ばい傾向であったが、30年度は増加した。これは、西日本豪雨災害への対応によるものである。
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